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愛媛県政に関する世論調査の結果について 

 

１ 調査主題  愛媛県政に関する県民意識 

 

２ 調査目的  県政に対する関心、県民の定住意識、県への施策要望など、県政全般 

にかかる県民意識を把握し、今後の県政推進の参考とする。 

 

３ 調査設計  1) 調査地域  愛媛県全域  

2）調査対象  県内に居住する満 18歳以上の男女  

3）回答者数  400人 

4）調査方法  インターネットを利用したアンケート調査 

5）調査時期  令和５年９月 20日～10月２日 

 

４ 概  要 

問１ 行政課題の認識 

・「子育て支援対策」45.3% →男女共に最多。50歳代を除く全年齢層で最多。 

・「高齢者・障がい者などに対する社会福祉の充実」28.8%     

・「地震、台風などの防災対策」27.8% 

 

問２ 定住意向 

・「住みたい」77.8%〔「一生住みたい」  31.5%＋「できれば住みたい」46.3%〕 

・「移りたい」15.3%〔「できれば移りたい」11.3%＋「ぜひ移りたい」    4.0%〕 
 

◆「住みたい」は 20歳代以下・40歳代で７割を下回っている。 

 

問３ 定住のための要件 

・「買物など生活上便利であること41.0% →男女共に最多。全年齢層で最多。 

・「福祉や保健医療の環境が整っていること」21.8% →50歳代以上で特に多い。 

・「自然環境に恵まれていること」21.8% →30歳代で特に多い。 

◆「魅力のある働き場所があること」は 20歳代以下で特に多い。 

 

問４ 障がい者福祉対策  

・「年金や福祉手当などの所得保障を充実する」32.0% 

→男性で最多。20歳代以下・50歳代以上で最多。 
・「障がい者の福祉サービス事業所や障害者支援施設の整備を進める」28.0% 

→女性で最多。30歳代・40歳代で最多。今治圏域・八幡浜・大洲圏域で最多。 
・「社会参加のための指導訓練や就労促進対策などを充実する」26.0% 

→20歳代以下で同率最多。宇和島圏域で最多。 
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問５ 環境保全・生活衛生対策 

・「熱中症対策や高温に強い品種の開発など、地球温暖化に伴う気候変動影響を軽減 

するための適応策を推進する」22.0％ 

→女性で最多。60歳代以上で最多。 
・「ゴミ処理などの一般廃棄物対策を拡充する」20.3％ 

   →男性で最多。30歳代・50歳代で最多。松山圏域で最多。 
・「ＣО２の排出削減など地球温暖化防止策を推進する」19.8％ →40歳代で最多。 

 

問６ 消費者自立支援対策 

・「悪質業者に対する取締りや指導の強化」46.8%  

→男女共に最多。30歳代以下を除く全年齢層及び全圏域で最多。 
・「小・中・高等学校における消費者教育の充実」32.5% →30歳代以下で最多。 
・「悪質商法や商品事故など、消費者への注意喚起の強化」19.0% 

 

問７ 学校教育対策 

・「教員の資質を向上させる」46.0%  

→男女共に最多。30歳代を除く全年齢層及び全圏域で最多。 

・「教員を増員する」28.7% →20歳代以下で同率最多。30歳代で最多。 

・「学校の施設・設備を充実する」19.6% 

 

問８ 家庭教育対策 

・「学級、講座をはじめ、各家庭においても手軽に利用できる家庭教育に関する学習

資料を作成する」30.8% →男女共に最多。50歳代を除く全年齢層で最多。 

・「家庭教育を地域社会で支援するためのネットワークの形成に努める」26.0% 

→60歳代以上で最多。 

・「講座や研修会など気軽に家庭教育について学習できる機会を拡充する」24.0% 

→40歳代で同率最多。西条・新居浜・宇摩圏域で最多。 
・「指導者及び相談員の養成・確保に努める」24.0%  

→50歳代で最多。宇和島圏域で同率最多。 

 

問９ 社会教育対策 

・「家庭、学校、地域が一体となったコミュニティづくりを促進する」41.3% 

→男女共に最多。50歳代を除く全年齢層で最多。 
・「県や市町の社会教育指導者の資質を向上させる」31.5% 

→20歳代以下で同率最多。50歳代で最多。 
・「学校教育と社会教育の連携・融合を推進する」29.8% →40歳代で同率最多。 

 

問 10 生涯学習対策 

・「放送・インターネットを利用した講座や通信教育などを充実する」31.5% 

→男女共に最多。20歳代以下を除く、全年齢層及び全圏域で最多。 
・「公民館や図書館、博物館などの運営を充実する」26.3% →20歳代以下で最多。 

・「講座や研修会などの受講機会を拡大する」21.8% 

→八幡浜・大洲圏域で同率最多。 
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問 11 青少年対策 

・「地域社会全体で子どもを育てる気運を高める」37.5% 

→男性で最多。30歳代・60歳代以上で最多。 

・「家庭でのしつけを徹底させるため保護者が相談しやすい環境や学習活動の場を充

実する」33.8% →女性で最多。50歳代で最多。宇和島圏域で最多。 

・「学校での道徳教育や生活指導を徹底する」31.3% 

→20歳代以下・40歳代で最多。八幡浜・大洲圏域で最多。 

 

問 12 文化振興対策  

・「美術館、博物館、文化会館などの文化施設の整備・活用に努める」39.0% 

→男女共に最多。全年齢層及び全圏域で最多。 
・「文化財の保存・活用や伝統文化の継承に努める」24.5% 
・「優れた芸術文化の鑑賞機会を拡充する」21.8% 

 

問 13 森林対策 

・「山崩れや洪水などの災害を防止する働き」55.3% 

   →男性で最多。30歳代以下・60歳代以上で最多。 
・「水を浄化したり、水資源などを蓄える働き」53.5% 

   →女性で最多。40歳代・50歳代で最多。 
・「二酸化炭素の吸収など地球温暖化防止に貢献する働き」36.0% 

 

問 14 森林整備・林業振興対策 

・「手入れの行き届かない私有林を預かり、所有者に代わって整備する」36.3% 

   →男女共に最多。30歳代以下を除く、全年齢層で最多。 
・「花粉の少ないスギ、ヒノキへの植え替えを進める」25.3% 

     →30歳代で最多。今治圏域で最多。 
・「森林を整備する技術者や事業体などの担い手の育成を推進する」21.0% 

   →20歳代以下で最多。 

 

問 15 水産業対策 

・「漁業後継者を育成する」31.8% 

   →男女共に最多。全年齢層で最多。 
・「稚魚の育成放流など水産資源の増大を図る」20.5% →宇和島圏域で最多。 

・「水産研究施設の充実と先端技術開発を進める」16.8% 

 

問 16 商業対策 

・「スーパー、デパートなどの大型店の適正立地を図る」33.0% 

   →男性で最多。60歳代以上を除く全年齢層で最多。八幡浜・大洲圏域で最多。 
・「アーケード、カラー舗装、駐車場などの商店街の環境整備を進める」32.3% 

   →女性で最多。40歳代で最多。 
・「卸売業の情報化や施設・設備を充実させて商品流通の効率を良くする」27.0% 

   →60歳代以上で最多。宇和島圏域で最多。 
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問 17 中小企業対策 

・「物産展や市場調査など販路拡大のための援助を行う」15.5% 

   →女性で最多。40歳代・60歳代以上で最多。 

・「後継者や従業員の人材育成を支援する」14.3% 

   →30歳代で最多。宇和島圏域で最多。 
・「技術、経営、販売などに関する研修や情報提供を強化する」13.8% 

   →男性で最多。20歳代以下で最多。 

 

問 18 若年者雇用対策 

・「若年者対象の求人開拓を強化する」22.5% 

   →男女共に最多。20歳代以下・50歳代で最多。 
・「地場産業や県内企業のニーズに応じた人材を育成する」20.8% 

   →40歳代で最多。 
・「就職支援情報、求人情報の提供を強化する」20.3% 

   →30歳代・60歳代以上で最多。今治圏域・宇和島圏域で最多。 

 

問 19 道路交通対策 

・「国道や県道などの幹線道路を整備する」31.0% 

   →男性で最多。50歳代を除いた、全年齢層で最多。 
・「自転車道や歩道を整備する」26.0% 

   →女性で最多。50歳代で最多。松山圏域で最多。 
・「災害時に強い道路を整備する」20.5% 

 


